
しまね型医療提供体制構築事業費補助金交付要綱

（趣旨） 

１ 県は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第６４号）

第４条に基づき策定した県計画に基づき、効率的で質の高い島根の将来あるべき医療提供体制の

構築を図ることを目的として、しまね型医療提供体制構築事業費補助金（以下「補助金」という。）

を予算の範囲内で交付するものとし、その交付については、地域医療介護総合確保基金管理運営

要領（平成 26 年９月 12 日、医政発 0912 第５号・老発 0912 第１号・保発 0912 第２号、厚生

労働省医政局長・老健局長・保険局長連名通知の別紙）及び補助金等交付規則（昭和 32 年島根

県規則第 32 号）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 （交付の対象事業） 

２ この補助金は、「しまね型医療提供体制構築事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）に

基づき実施する次の事業を交付の対象とする。 

（１）病床機能転換等に伴う施設設備整備事業 （別記１） 

（２）病床機能転換等に伴う人材確保養成事業 （別記２） 

（事業者） 

３ 交付対象事業を実施できる者は、別表の第１欄に定める事業種目毎に、第５欄に定める事業

者とする。 

 （補助対象経費等） 

４ この補助金の交付額は、次により算出された額の合計額とする。ただし、別表の第１欄に定め

る事業種目ごとに算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも

のとする。 

 （１）別表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方

の額を選定する。 

 （２）（１）により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較し

て少ない方の額に第４欄に定める補助率を乗じて得た額を交付算定基礎額とする。 

 （交付の条件） 

５ この補助金の交付の決定は、次に掲げる事項を条件として付する。 

（１）事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受

けなければならない。 

（２）事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、知事の承認を受けなければなら

ない。 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに

知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（５）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又

は一部を県に納付させることがある。 

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産で単価が５０万円（補助事業者が地方公共団

体以外の者の場合は３０万円）以上の機械及び器具については、知事が別に定める期間を

経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

（７）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管

理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 

（８）補助金と事業に係る証拠書類等の管理については、事業に係る収入及び支出を明らかにし



た帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿等及び証拠書

類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

（９）事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の

相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。 

（10）事業者は、補助事業を遂行するため、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に付さ 

なければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付することが困難又は不適

当な場合は、指名競争入札に付し、又は随意契約をすることができる。 

（11）事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提供を受け 

てはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

（12）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額が確定した場合には、様式第５号により速やかに知事に報告しなけれ

ばならない。なお、知事は報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 （補助金の交付申請） 

６ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

 （１）補助事業者は、規則第４条第１項の規定により補助金の交付を申請する場合には、様式第

１号及び別表の第６欄に掲げる申請添付書類を知事に提出するものとする。 

（２）（１）の申請書を提出するに当たっては、事業実施主体において当該補助金に係る消費税

等相当額（補助対象経費に含まれる消費税相当額（消費税及び地方消費税に相当する額をい

う。以下同じ。）のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入に係る消

費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に

規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下

同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時におい

て当該補助金に係る仕入に係る消費税等相当額が明確でない事業実施主体に係る部分につ

いては、この限りでない。 

 （事業内容の変更等の申請） 

７ この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等を行う場

合には、様式第２号及び別表の第６欄に掲げる申請添付書類に準じる書類を知事に提出するもの

とする。 

 （補助事業の事前着手） 

８ 補助事業は、補助金の交付決定前に着手することはできない。ただし、知事が特別な理由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

（１）前記ただし書に該当する場合は、様式第６号を知事に提出し、その承認を受けなければな 

らない。 

 （補助金の概算払） 

９ この補助金は、知事が必要と認めた場合には概算払をすることができる。補助事業者が、補助

金の交付を受けようとするときは、様式第３号を知事に提出するものとする。 

（実績報告） 

10 この補助金の実績報告は、次により行うものとする。 

（１）補助事業者は、規則第１０条の規定により実績報告を行おうとする場合には、様式第４号

及び別表の第７欄に掲げる書類を知事に提出するものとする。 

（２）（１）の実績報告書は、当該補助事業の完了した日から起算して１ヶ月を経過した日又は



事業完了年度の３月３１日のいずれか早い期日までに知事に提出しなければならない。 

（３）６の（２）のただし書により交付の申請をした補助事業者は、（１）の実績報告書を提出

するに当たって６の（２）のただし書に該当した各事業実施主体において当該補助金に係る

仕入に係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告し

なければならない。 

（４）６の（２）のただし書により交付の申請をした補助事業者は、（１）の実績報告書を提出

した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入に係る消費税等

相当額が確定した場合には、その金額（（３）の規定により減額した各事業実施主体にあっ

ては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、知事

の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

（書類等の提出） 

11 補助事業者が、この要綱の規定により知事に提出する書類は、医療政策課へ提出する。 

（県内中小企業者への優先発注） 

12  交付対象事業者は、交付対象事業の実施に際し県内中小企業者に発注するよう努めることとす

る。 

（補則） 

13 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に関して必要な事項は知事が別に定める。 

附則 （平成２９年３月２１日医第１２５９号） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。 

附則 （平成３１年３月２２日医第６５２号の２） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から適用する。 

附則 （令和２年７月１日医第７３０号） 

１ この要綱は、令和２年７月１日から適用する。 

附則 （令和３年３月２５日医第２３１４号） 

１ この要綱は、令和３年３月２５日から適用する。 

附則 （令和４年３月２４日医第１８１８号） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 



別表

１ 

事業区分 

２ 

基 準 額 

３ 

対 象 経 費 

４ 

補助率 

５ 

事業者 

６ 

申請添付書類 

７ 

実績添付書類 

病床機能転換等

に伴う施設設備

整備事業 

【別記１】 

・実施要綱別記1の1（1）～（3）の場合 

ア 新増改築 

1施設あたり、転換等により新たに整備する病床等に係る整備費として知事が必要

と認めた額（原則、１病棟分の整備費を上限とする） 

イ 改修・設備整備 

1施設あたり、3,406千円×転換等により新たに整備する床数 

但し、高額医療機器（１品で概ね60,000千円以上の機器）を整備する場合、当該機

器の整備に係る基準額は上記アに準じた取り扱いとする 

・実施要綱別記1の1（4）の場合 

 １施設あたり、知事が必要と認めた額 

施
設
整
備

・転換等を図るために必要な、施設の新築・

増改築・改修に要する工事費、工事請負費（

病室、診察室、処置室、記録室、患者食堂、

談話室、機能訓練室、浴室、寝具倉庫、バル

コニー、廊下、便所、冷暖房、附属設備等）

・再編統合、ダウンサイジング、機能転換の

計画の策定に当たって必要となる委託料等の

経費の内、県が必要と認めるもの 

２/３ 

県内に所

在する医

療機関等 

別紙１－１ 

別紙１－２ 

別紙１－３ 

別紙１－４ 

別紙１－５ 

別紙３－１ 

別紙３－２ 

別紙３－３ 

別紙３－４ 

別紙３－５ 

設
備
整
備

転換等を図るために必要な医療機器等の備品

購入費（購入1品につき100千円以上のものに

限る） 



・実施要綱別記 1の 1（5）の場合 

 ① 改修 鉄筋コンクリート 200,900 円／㎡、ブロック 175,100 円／㎡ 

   新築・増改築 知事が認めた額 

 ② 財務諸表上の特別損失に計上される金額の内、知事が必要と認めた額 

 ③ 退職金割増相当額 6,000 千円／人 

事
業
縮
小

①建物の改修整備費 

病床削減に伴い、不要となる病棟・病室等

を他の用途へ変更（機能転換以外）するため

に必要な施設の新築・増改築・改修費用 

②建物や医療機器の処分に係る損失 

病床削減に伴い、不要となる建物（病棟・

病室等）や不要となる医療機器の処分（廃棄

、解体又は売却）に係る損失の内、次の勘定

科目 

・固定資産除却損 

・固定資産廃棄損（解体費用、処分費用）

・固定資産売却損（売却収入を含む） 

③退職金割増相当額 

 早期退職制度（法人等の就業規則で定めら

れたものに限る）の活用により上積みされた

退職金の割増相当額。但し、地域医療構想の

達成に向けた機能転換や病床削減に伴い退職

する職員に支払うものに限る。 

２/３ 

県内に所

在する医

療機関等 

病床機能転換等

に伴う人材確保

養成事業 

【別記２】 

ア 当該医療機関に勤務する職員を新規に配置する場合 

 １人あたり 3,674 千円 

当該職員給与費（諸手当含む）及び共済費、臨時

職員等賃金、委託料 

１/２ 

県内に所

在する医

療機関等 

イ 当該医療機関に勤務する職員を対象とした研修を開催する場合 

 １病院あたり 326 千円 

研修の開催に必要な次の経費 

 報償費、旅費、需用費、役務費、賃借料及び使

用料、委託費（委託料については、前記の経費に

該当するものに限る） 


